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研究成果の概要（和文）：本研究は過疎高齢化が進む農山村地域において様々な形態で実施されている地域おこ
しと、それらが高齢者の社会的孤立に対しどのような関係を持ちうるのかを明らかにすることに取り組んだ。本
研究は、住民の生活環境調査とワークショップにて構成され、生活環境に関する項目（交通、買物、医療アクセ
スなど）、経済状況、農作業の有無、満足度・孤立度、および地域おこし活動への考えについて明らかにした。
秋田県の４自治体を対象とし、うち２自治体において６０歳以上の個人を対象としたアンケート調査を実施し
た。特に地理的要件と高齢者の生活状況、および生活満足度の関係を分析し、地区単位での政策議論に活用され
うるデータの提供を行った。

研究成果の概要（英文）：This research project examined possible relationship between regional 
revitalization activities and the current living conditions of older residents in rural areas, 
particularly in terms of their state of social isolation. This project was composed of (I) large 
scale surveys on living conditions (access to services, financial condition of households, farming 
activities, general satisfaction level and isolation level, etc), and (II) participatory workshop. 
Fieldwork was conducted in four municipalities in Akita prefecture and questionnaire surveys were 
conducted in two municipalities with targeting those residents who are older than 60 years old. 
Because the field surveys were conducted at residential scale units, detailed analysis with 
geographical conditions of study areas was conducted. This research project provided data on the 
general living conditions of older residents at the communal level, which are expected to be used in
 the local policy discussions for rural communities.

研究分野：農村社会学
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１．研究開始当初の背景 

 日本は急速な人口減少と高齢化の社会フェ
ーズに突入しており、今後の社会のあり方を
政治、経済、医療・介護、コミュニティなどの
様々な側面とスケールにおいて再検討してい
く時期にある。このうち、コミュニティのス
ケールにおける人口減少と高齢化を都市部に
先駆けて経験しているのが、地方であり、そ
の中でも特に農山村地域である。過疎化は高
度経済成長期から現れており、近年も続く人
口の社会減少の影響を受けて、農山村集落に
おいては、住民間での協働を基礎に維持され
てきた集落機能が低下傾向にある。日本の総
人口が減少フェーズに入る直前の 2005 年頃
より、集落人口の 50％以上が 65 歳以上の高
齢者であり、農地や共有地の管理、年間行事
などの存続が担い手の高齢化や不足によって
困難な状況になっている集落を「限界集落」
とする論が提唱された（大野 2008）。集落の
限界化について、より詳細な調査を通じて、
限界化プロセスの進行に伴う具体的な住民意
識の変化や（小田切 2009)、生活環境や資源管
理の状況の変化について分析を行った研究が
ある（Kudo&Yarime, 2012; 新沼 2009）。国
外の事例では、農山村地域において比較的高
齢化率が高い欧州においても、コミュニティ
の存続に危機感を持つほどの状況にはなく、
地域コミュニティ過疎高齢化の影響をうけて、
物理的にも機能的にも縮小傾向にあるあると
いうのは、日本のように急速な人口減少と高
齢化を経験している社会に特有なものと考え
られる。そのため先行研究についても、高齢
者個人の健康や社会参加に関するものが多い
(Burholt & Dobbs, 2012)。 

 国内の農山村地域においては、限界集落を
はじめとする地域コミュニティの縮小傾向に
対して、主に自治体が主体となり様々な地域
おこし、地域づくりの活動が行われている。
特に総務省が平成 21 年度より、都市部に居住
する若者の農山漁村地域への移住・定住政策
の一環としてスタートさせた地域おこし協力
隊制度は、毎年実施自治体と隊員数が増加し
てきており、平成 28 年度には、886 自治体に
て 3,978 人の隊員が活動に従事している。近
年の地方創生による地域経済の活性化策も加
わり、全国的に地域おこしが拡大してきてお
り、今後もこの傾向は続くと考えられる。 

 その一方で、これらの地域おこし活動に対
する統合的な評価の構築が課題として挙げら
れている。現状では大まかに、「地域資源を活
用した住民手動の小規模な社会経済的な活動」
が一般的に地域おこしの文脈において成功例
として扱われているが、これらの多くが地域
活性化を専門とする人々による総評によるも
のに留まっている（例えば金丸 2009 など）。
より統合的な地域おこしの評価の確立が求め
られていると言える。都市の事例を通じて、
まちづくりの評価に関する議論は見られるが
（福井ほか, 2009）、農山村地域の地域おこし
に関しては、現状では主に自治体による事後

評価等に留まっている。活動の計画前や途中
の時期を含む、事前と中間の評価や、評価作
業のプロセスをよりオープンにするなどの取
り組みが必要となっている。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、地域おこしの評価に関する議論
における新しい視点として、地域コミュニテ
ィにおける高齢者の生活状況、特に社会的孤
立の状況を用いることを提案し、これを活用
した実態調査に取り組むことを目的とした。
先述のとおり、国内の人口減少と高齢化の傾
向は、少なくともむこう数十年は続くもので
あり、この影響をうけて地方や農山村地域に
位置する小規模自治体においては、過疎高齢
化が更に進行することが予測される。このこ
とによって、これまで集落や地域の単位で生
じていた限界化が徐々に広域化し、自治体単
位においてその対策を講じていく必要性が高
まっていくと考えられる。その際に、地域お
こしを通じた多様な活動が、日常生活におけ
る高齢者の安心感に寄与するものであれば、
生活環境に関する満足度も高く、個人の社会
的孤立の度合いについても低く抑えられると
考えられる。本研究は、そのような仮定に沿
って世帯を対象とした調査と具体的な地域お
こしの活動についてのフィールドワークを中
心に構成された。 

 

３．研究の方法 

 本研究での視点とした高齢者の社会的孤立
に関する先行研究は、主に都市を事例とした
ものが多く、無縁化や孤立しなどの深刻な社
会課題として指摘されてきている。その一方
で、孤立状態に陥りやすいとされる高齢者の
一人暮らし世帯については、過疎地と離島に
おいてその出現率が高いことが示されている
(河合・板倉，2014)。しかし、これらの地域を
フィールドとした研究は少ない。この背景に
は、農山村地域においては、農作業や地域単
位での住民の共同作業の機会が多くあること
から、実際に高齢者の一人暮らし世帯が多い
場合にも、住民との交流機会がコミュニティ
のなかに多く設定されていることが挙げられ
る。一方で、今後も人口減少と高齢化が進行
していくことで、徐々にそのようなコミュニ
ティ内での交流機会も少なくなり、高齢者世
帯を中心として、生活に対する全般的な満足
度が下がり、社会的孤立の状態に陥る住民が
徐々に増える可能性が示唆される。本研究で
は、はじめに、人口減少率と高齢化率が全国
で最も高い秋田県から調査対象地域を選定し、
生活環境に関するアンケート調査を行い、住
民の生活対する満足度、また日常生活のなか
で感じる社会的孤立・孤独の度合いを把握し
た。次に、「コミュニティの中心」という視点
を用いて、具体的に住民間の交流を醸成する
プログラムを実施した。「コミュニティの中心」
とは、人々が気軽に集まり、コミュニケーシ
ョンを持つことができるような拠点的な場所」



（広井 2008）のことであり、住民間の交流の
機会を増やすという機能において、このよう
な場を創っていくことが、地域おこしの活動
の目的のひとつと考えることができる。 
   
４．研究成果 
 本報告では、本研究における基礎的なデー
タとなった高齢者の日常の暮らしぶりと生活
環境に対する満足度・孤立度を明らかにした
生活環境アンケート調査の内容について報告
することとする。この調査は、秋田県の美郷
町と大仙市において実施することができた。
調査対象は、60 歳以上の個人とし、アンケー
ト票を郵送、返信用封筒にて返送してもらう
形式にて実施した。アンケート票は、①世帯
の基本情報(人数、年齢、居住地域)、②生活環
境と暮らしぶりに関する項目(交通、買物、収
入に対する満足度など)、③生活環境に関する
満足度に関する項目の、１８の質問により構
成された。 
 はじめに、美郷町においては、平成 28 年 2
月に実施し、2,000人を対象に調査票を配布し
た。最終的な回収数は 1,167 通であり、回収
率は 58.2%であった。大仙市においては、平成
28 年 1月に実施し、同市内の 8地区において
それぞれ 100通ずつ、合計 800通を配布した。
合計 556 通の返送があり、回収率は 69.5%で
あった。郵送にて行うアンケート調査として
は、どちらの自治体においても高い回収率と
なった。調査の実施に際して、それぞれの自
治体より質問項目や表現について細かなアド
バイスを頂いたことで、より住民の関心事項
に沿った内容を把握することができたと考え
ている。一方で、「孤立」や「孤独」などの表
現については、設問箇所によっては、その使
用を避ける方向でアンケート票を作成したた
め、本研究で実施した２つのアンケート調査
については、その結果を厳密に比較すること
が難しくなった。しかし、大仙市においては、
より調査対象者の視点からの日常生活に対す
る「満足度」を把握することができたため、高
齢者の生活状況について広く把握するこがで
きたと言える。以下に美郷町と大仙市におけ
るアンケート調査の結果を示す。 
 
4-1. 美郷町における生活環境アンケート調
査の集計結果 
 美郷町において実施したアンケート調査か
らは、UCLA孤独感尺度を用いた住民の孤独感
についての結果と、その他の質問に対する回
答を、有効回答の 1,151 通分についてまとめ
た内容を以下に示す。 
 
4-1-1. 孤独感に関する質問項目の設定と調
査の結果 
 人々の孤独感を定量的に把握するための調
査において用いられている UCLA 孤独感尺度
を参考に、孤独感に関する１１項目を設定し、
それらに対して、「そう思う」、「どちらとも言
えない」、「そう思わない」、「わからない」の 4 

つの選択肢のなかから、回答者の現状に最も
当てはまるもの１つを回答頂いた。１１項目
の内容については、表 1の示すとおりである。
また、これら１１項目に、地域での集まりへ
の参加に関する２項目を追加した。 

 各項目に対する回答は、項目の内容に対し
てポジティブな回答については＋１点、ネガ
ティブな回答については−１点、「どちらとも
言えない」と「わからない」場合には、０点と
し、点数化した。項目１〜１１については、２
〜１１が用意された回答の選択肢に対して逆
意的な文章となっている。本来の UCLA孤独感
尺度は２０項目から構成されており、意味的
にポジティブな文章とネガティブな文章が１
０問ずつ設定されている。これの簡略版も用
意されており、項目数が減るものの、その場
合にも複数の逆意的な文章が含まれている。
これは、個人の孤独感という主観的な項目に
ついて回答者に精査しながら答えてもらうた
めに、あえて同じ内容についてポジティブと
ネガティブの２つの表現を用いて質問する手
法となっている。しかし、今回の調査におい
ては、生活環境や暮らしぶりに関する質問も
あることや、郵送での実施であることを考慮
して、UCLA孤独感尺度を用いた項目について
は、２０から１１に減らすこととした。 
 それぞれの項目に対する回答と得点の集計
を示したの表 2 である。ここでは、合計得点
が１１〜８点のグループを「孤独度がとても
低い」、７〜４点のグループを「孤独度が低い」、
３〜１点を「孤独感がやや低い」グループと
して示している。合計得点がこれらの３ つの
グループに属する回答者は、現状の生活にお
いて孤独感を感じていないか、ある場合にも
低い状態にあると言える。 
  
 表２の「割合(積上げ)」の欄が示すとおり、
回答があった 1,151 人のうち、６２．８％（７
２１人)が「孤独感がとても低い」グループに
属している。また、「孤独感が低い」グループ
までに全体の７９．５％（９１３人)、「やや低
い」グループまでに８８．９％(1,022 人)が
入っていることも示された。総じて、本調査
で対象とした 1,151 人については、全体の約
９０％の方々が孤独感を感じることがないか、
感じていても低い程度であることが明らかに

表１．孤独感に関する質問項目 



なった。 
 これとは対称的に、孤独感を感じている回
者(「やや高い」、「孤独感が高い」、「孤独感が
とても 高い」の３つのグループの合計)が５
６人（４．８％）いることも示された。割合と
しては、全体の５％以下であり、数としては
少ないものの、このグループの回答者の属性、
生活環境と暮らしぶりについて分析を進める
ことで、孤独感につながる要件を明らかにす
ることができると考えられる。また、表２ よ
り、「どちらとも言えない」状態にある回答者
が全体の６．４％（７３人）いることも明らか
になった。 

 
４−１−２．美郷町でのアンケート調査結果に
基づくまとめ 
 美郷町における調査結果から、いくつかの
明確な差異が、対象の１，１５１人、低孤独感
グループ(１，０９５人)、高孤独感グループ
(５６人)の間に見られた。具体的には、孤独
感の高い住民グループの間には、 以下の傾向
があると考えられる。 
 
1) 60歳代前半の男性である。 
2) 健康状態に不安があり、実際に定期的に

通院をしている割合が高い。 
3) 収入源については就労収入がある割合が

低く、収入に対する満足度も低い 
4) 農作業に参加していない。特に「野菜作り」

程度の農作業への参加割合が低い。 
5) 転出子の訪問・帰省の頻度、特に「毎日」

と「月に 1〜2回」の割合が低い。 
6) 困りごとが合った場合に相談する相手が

いない、またはそもそも相談をしない。 
 

 上記項目と合わせて、アンケート票の作成
時に孤独感に何らかの関係性があると考えた
が、調査結果からは明確な傾向が見いだせな
かった項目について以下に示す。 
 
1) 世帯の構成人数 

ひとり暮らしの割合は高孤独グループに
おいて他よりも１０％ほど高かったもの
の、同時に世 帯人数が３人以上の場合に
も孤独感を感じている住民が多く示され
た。このことより、世帯の構成人数の多さ
と個人の孤独感の間には特定の関連性が
ないことが示唆される。 

2) 独立した交通手段の有無 
農山村や積雪の多い地域では自動車を運
転できるかどうかによって、個人のモビ
リティの独立性が大きく左右される。美
郷町に限らず秋田県内すべての市町村に
おいてもこのことが当てはまる。このた
め、交通に関する質問の設定時には、公共
交通や知人・親族の運転する車に乗せて
もらうなどの方法が主な交通手段である
住民は、より高い孤独感を感じていると
いう仮説を持っていた。しかし、調査結果
より、そのような傾向はないことが示さ
れた。高孤独感グループにおいて、「徒歩・
自転車」との回答が一定割合高かったが、
実数にすると少数であった。 

3) 食料品などの買物手段 
交通手段に関する回答にも大きく関係す
るが、孤独感が非常に高く、でかけること
さえも億劫であると感じるような住民が
一定数いる場合には、よりご近所さんや
友人などに買物を支援してもらう場合が
あると予測していた。しかし、本調査にお
いては、特段に買物手段について孤独感
と関連させて言えるようなことはなかっ
た。 

4) 転出子の居住地と訪問・帰省頻度 
転出子の居住地については、日常的な訪
問が難しい県外やその他の地域の場合に
孤独感がくなるのではないかと予測した
が、実際の調査結果においてはそのよう
な違いを示すことができなかった。また、
訪問や帰省の頻度についてもより明確な
違いが現れると予測していたが、実際の
データからは顕著な違いは見られなかっ
た。 

 
 孤独感に関する欧米の調査においては、年
中行事のうち最も家族とのつながりを意識す
るクリスマス休暇期間が、最も多くの人が孤
独を感じる時期であることが示されている。
これは、クリスマスという家族を中心とした
お祝いの時期において、本来であれば自分も
家族や他者と一緒に時間をすごすべき時期に
そのような社会的イメージから乖離した状態
であることについて、鬱っぽい気持ちになり、
それが人々を孤独な状態にすると報告されて
いる。これに習うと、秋田の場合にはお盆と
お正月、そして地域のお祭などの時期に帰省
しているかどうかが、人々が感じる生活の質
や孤独感に関わっていると想定された。本調
査では、転出家族が「ほとんどこない」と回答
した人の割合が全体的に低かったことから、
このような転出子の訪問に関連する形で孤独

表２．孤独感に関する回答と得点の集計 



感につながっている可能性は低いと思われる。 
 
4-2.大仙市における生活環境アンケート調査
の集計結果 
 大仙市において実施したアンケート調査か
らは、美郷町で実施した孤独感に関する質問
項目を、生活の満足度に置き換えて調査を行
った。この結果にとその他の質問項目に対す
る回答について 60 歳代、70 歳代、80 歳代の
3 つの年齢グループについて比較した内容を
示す。 
 
4-2-1. 生活環境に関する満足度 
 この調査では、生活環境に関する１０項目
の状態について質問し、「とてもそう思う」、
「そう思う」、「どちらとも言えない」、「そう
思わない」、「まったくそう思わない」の５段
階で点数をつけてもらった。図１のグラフは
で 5.0 点が最も高い点数であり、項目につい
てとてもよい状態にあると思っていることを、
1.0 点が最も低い点数であり、項目について
とても好ましくない状態にあると思っている
ことを表している。3.0点が中間点であり、項
目について特段に「よい・よくない」などの意
見を持っていない状態を示している。この点
数を「しきい値」とし、オレンジ色の点線で表
している。点数がこのしきい値の内側にある
項目については、総じて回答者の評価が低い
ことを示しており、外側にある項目について
は、回答者の満足度が高い状態を示している。 

 回答の全体の傾向としては、60歳代、70 歳
代、80歳代と年齢が上になるにつれて、点数
が低くなる傾向が見られた。全体で最も高い
点数であったのが、「同じ場所に住み続けたい」
という項目であった。いずれの年齢グループ
においても、しきい値よりも大きく高い点数
であり、回答者の考えが明確に示された。 
 一方で、最も低い点数となったのが、「雇用」
と「次世代の担い手」であった。ここでの雇用
は回答者自身のものと共に、地域全体での雇
用機会を含んでいる。 
 グラフの右側半分に配置されている項目は、
より物理的な項目に関するものであり、左側 
半分にある項目はより地域住民のつながりや
協働に関連するものとなっている。右側の項
目について状況を改善するためには、よりハ
ード面での対策が必要となる。これに対して

左側の項目に働きかけるためには、交流の場
づくりなどよりソフト面での対策が必要とな
る。総じて、右側のハード面よりも、左側のソ
フト面での項目において満足度が低い状態が
伺える。 
  
4-2-2. 地域での生活についての感じ方 
 生活環境に関する満足度と合わせて、この
調査では、現在居住している地域における回
答者自身とまわりの人々との関係についての
１２の項目について、５段階で点数をつけて
もらった。図２では、5.0 点が最も高い点数
であり、項目についてとてもよい状態にある
と認識していることを、 1.0点が最も低い点
数で、項目についてとてもよくない・好まし
くない状態にあると考えていることを表して
いる。3.0点が中間の表現であり、項目につい
て特段に「よい・よくない」という意見を持っ
ていない状態を表す。この点数を「しきい値」
として、先の生活環境に関連する項目への満
足度についてのグラフと同様に、オレンジ色 
の点線で示している。点数がこのしきい値の
円の内側にある項目については、総じて回答
者の満足度が低い状態を示しており、逆に外
側にある項目については、回答者の満足度が
高い状態を示している。 

 
 はじめに、「頼りにできる人がいない」の項
目については、表現が逆になっているため、
しきい値の内側にあることが、ポジティブな
回答を示している。これを含めると、総じて
居住地域における人付き合いについて満足し
ている住民が多いことが伺える。 
 ６０歳代と７０歳代の回答については、ほ
ぼ同じ内容となっており、いずれの項目に お
いても、しきい値よりも高い(*「頼りにでき
る人がいない」以外)となった。その一方で８
０歳代の回答はいずれの項目においても低い
点数となっており、多くの項目でしきい値よ
りも低い点数となった。特に、「地域のイベン
トに参加」と「趣味・娯楽の集 まりに参加」
の項目への点数が目立って低くなっているこ
とから、外出の頻度との関係性が伺える。 
 他の項目についても、６０歳代と７０歳代
の答えと８０歳代の答えの２つの回答群の 
間で検定を行うことで、８０歳代の回答者の
間で顕著に点数の低い項目を特定することが
できると考えられる。 
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図 2．年齢グループ別の生活満足度 

図 1. 居住地域での人付き合いについて 



 
4-2-3. 大仙市でのアンケート調査結果に基
づくまとめ 
 大仙市での調査は、市内 60 歳以上の個人、
800 名を対象に実施され、同市 8 地区での暮 
らしぶりの把握につながるデータを収集する
ことができた。回収率が約７割と、同様の調 
査においては高かったことから、地域の方々
の関心の高さが伺えた。また、一般に個人を
対象とした記述式のアンケート調査では、回
答者の年齢が 80 歳以上になると回収率が際
立って低くなるが、この点についても本調査
では 80 歳代の回答が全体の 2 割以上を占め
ており、高い回答率が確保できた。本調査の
結果より以下の点を考察として示す。 
 
1) 交通手段に関する年齢グループでの違い

80 歳代になると自分で運転する自動車で
移動する割合が顕著に低くなり、これ以
外の交通手段へのニーズの高まりが予見
された。これと連動して、買物についても
自分でする割合が８０歳代で低くなっ 
ていた。買物に限らず、広く日常生活で必
要となる様々なサービスへのアクセスに
ついて検討する際には、80 歳代の住民の
需要を軸にすることで、より包括的な対
策が検討できると考えられる。 

2) 生活環境に関する満足度 
生活環境に関する項目と地域での生活に
ついての感じ方についての項目への回答
より、60歳代と 70歳代の回答に大きな違
いが見られなかった。一方で、ここでも 80
歳代の回答者の点数がいずれの項目にお
いても低くなる傾向が示された。 交通や
買物をはじめとした様々なサービスへの
アクセス、または健康状態などに関連し
て点数が低くなる可能性が示唆される。
この関係性については、統計手 法を用い
た分析を通じて、80 歳代が地域の生活環
境に対する感じ方が大きく変わる境であ
るかどうかの確認が必要となる。 

3) 収入に対する感じ方 
いずれの年齢グループにおいても現在の
収入について不安に感じている割合が高
く、その度合も月に「3〜4 万円程度の追
加収入があるとよい」という明確な基準
が明らかになった。一般的に高齢期の特
に退職後に新たな収入機会を得ることは
難しい一方で、生活にかかるコストを低
く抑える方法にはついては様々な取り組
みが考えられる。これらの方法を地域づ
くりのなかに取り込むことができるでは
ないだろうか。 

4) 転出家族の所在地 
回答者のうち 6 割の世帯において、転出
子やその家族が大仙市とその近隣自治体
に居住しており、比較的近くにいること
が見えてきた。地域に居住している住民
のみで地域のあり方や将来像を検討する
だけでなく、地域とつながりのあるこれ

らの住民を地域づくりの話し合いや実際
の取り組みの中に如何に取り込んでいく
のかが重要になるのではないか。 

5) 地域おこし活動に対する考え 
世代を問わず、地域おこしに関心を持っ
ていることが見えてきたが、そのことに
ついて世代間で話し合う機会が少ないこ
とが示された。4)の内容にも関連してく
るが、地域の将来像について話し合う機
会を持ち、協働していくための仕組みづ
くりの必要性が示唆された。 
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